
（参考）放送法新旧対照表、附則 （抜粋） 
政令で定める施⾏⽇以降 公布の⽇（6/27） 

〜政令で定める施⾏⽇
旧 

（国際放送等の実施） 
第⼆⼗五条 協会は、外国の放送局

を⽤いて国際放送⼜は協会国際
衛星放送を開始したときは、遅滞
なく、放送区域、放送事項その他
総務省令で定める事項を総務⼤
⾂に届け出なければならない。こ
れらの事項を変更したときも、同
様とする。 

 
（経営委員会の権限等）  

第⼆⼗九条 経営委員会は、次に掲
げる職務を⾏う。 
⼀ 次に掲げる事項の議決 

イ〜ヘ （略） 
ト テレビジョン放送による

国内基幹放送（電波法の規定
により協会以外の者が受け
た免許に係る基幹放送局を
⽤いて⾏われる衛星基幹放
送に限る。）並びに国際放送
（外国の放送局を⽤いて⾏
われるものに限る。以下この
トにおいて同じ。）及び協会
国際衛星放送の開始、休⽌及
び廃⽌（国際放送及び協会国
際衛星放送の開始、休⽌及び
廃⽌にあつては、経営委員会
が軽微と認めたものを除
く。） 

チ〜ノ （略） 
⼆ （略） 

２・３ （略） 
 

（放送の休⽌及び廃⽌）  
第⼋⼗六条 協会は、総務⼤⾂の認

可を受けなければ、その基幹放送
局若しくはその放送の業務を廃
⽌し、⼜はその放送を⼗⼆時間以

（協会国際衛星放送の実施） 
第⼆⼗五条 協会は、外国の放送局

を⽤いて協会国際衛星放送を開
始したときは、遅滞なく、放送区
域、放送事項その他総務省令で定
める事項を総務⼤⾂に届け出な
ければならない。これらの事項を
変更したときも、同様とする。 

 
 

（経営委員会の権限等）  
第⼆⼗九条 経営委員会は、次に掲

げる職務を⾏う。 
⼀ 次に掲げる事項の議決 

イ〜へ （略） 
ト テレビジョン放送による

国内基幹放送（電波法の規定
により協会以外の者が受け
た免許に係る基幹放送局を
⽤いて⾏われる衛星基幹放
送に限る。）及び協会国際衛
星放送の開始、休⽌及び廃⽌
（国際放送及び協会国際衛
星放送の開始、休⽌及び廃⽌
にあつては、経営委員会が軽
微と認めたものを除く。） 

 
 
 
 
チ〜ノ （略） 

⼆ （略） 
２・３ （略） 
 

（放送の休⽌及び廃⽌） 
第⼋⼗六条 協会は、総務⼤⾂の認

可を受けなければ、その基幹放送
局若しくはその放送の業務を廃
⽌し、⼜はその放送を⼗⼆時間以

（協会国際衛星放送の実施） 
第⼆⼗五条 協会は、外国の放送局

を⽤いて協会国際衛星放送を開
始したときは、遅滞なく、放送区
域、放送事項その他総務省令で定
める事項を総務⼤⾂に届け出な
ければならない。これらの事項を
変更したときも、同様とする。 

 
 

（経営委員会の権限等）  
第⼆⼗九条 経営委員会は、次に掲

げる職務を⾏う。 
⼀ 次に掲げる事項の議決 

イ〜ヘ （略） 
ト テレビジョン放送による

国内基幹放送（電波法の規定
により協会以外の者が受け
た免許に係る基幹放送局を
⽤いて⾏われる衛星基幹放
送に限る。）及び協会国際衛
星放送の開始、休⽌及び廃⽌

 
 
 
 
 
 
 
 
チ〜ノ （略） 

⼆ （略） 
２・３ （略） 
 

（放送の休⽌及び廃⽌） 
第⼋⼗六条 協会は、総務⼤⾂の認

可を受けなければ、その基幹放送
局若しくはその放送の業務を廃
⽌し、⼜はその放送を⼗⼆時間以



上（協会国際衛星放送にあつて
は、⼆⼗四時間以上）休⽌するこ
とができない。ただし、次の各号
のいずれかに該当する場合は、こ
の限りでない。 
⼀ 不可抗⼒により廃⽌し、⼜は

休⽌する場合 
⼆ ⼀の外国の放送局を⽤いて

⾏われる協会国際衛星放送（当
該協会国際衛星放送を受信す
ることができる者の数を勘案
して総務省令で定めるものを
除く。）の放送区域の全部が当
該⼀の外国の放送局以外の放
送局を⽤いて⾏われる協会国
際衛星放送の放送区域に含ま
れる場合において当該⼀の外
国の放送局を⽤いて⾏われる
協会国際衛星放送の業務を廃
⽌し、⼜は休⽌するときその他
これに準ずる場合として総務
省令で定める場合 

三 外国の放送局を⽤いて⾏わ
れる国際放送の業務を廃⽌し、
⼜は休⽌する場合 

２ 協会は、その放送の業務を廃⽌
したときは、前項の認可を受けた
場合を除き、遅滞なく、その旨を
総務⼤⾂に届け出なければなら
ない。 

３ 協会は、その放送を休⽌したと
きは、第⼀項の認可を受けた場合
⼜は第百⼗三条の規定により報
告をすべき場合を除き、遅滞な
く、その旨を総務⼤⾂に届け出な
ければならない。 

 
４ 総務⼤⾂が第九⼗三条第⼀項

の認定を受けた協会の放送の業
務について第⼀項の廃⽌の認可
をした場合については、第百五条
中「第百条の規定による業務の廃

上（協会国際衛星放送にあつて
は、⼆⼗四時間以上）休⽌するこ
とができない。ただし、不可抗⼒
による場合は、この限りでない。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 協会は、その放送を休⽌したと

きは、前項の認可を受けた場合⼜
は第百⼗三条の規定により報告
をすべき場合を除き、遅滞なく、
その旨を総務⼤⾂に届け出なけ
ればならない。 

 
３ （同左） 
 
 

上（協会国際衛星放送にあつて
は、⼆⼗四時間以上）休⽌するこ
とができない。ただし、不可抗⼒
による場合は、この限りでない。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 協会は、その放送を休⽌したと

きは、前項の認可を受けた場合⼜
は第百⼗三条の規定により報告
をすべき場合を除き、遅滞なく、
その旨を総務⼤⾂に届け出なけ
ればならない。 

 
３ （同左） 
 
 



 

 

 

附 則 （抜粋） 

 

 （施⾏期⽇） 

第⼀条 この法律は、公布の⽇から起算して⼀年を超えない範囲内において政令で定める⽇から施⾏する。ただ

し、第⼀条中放送法第⼆⼗条第⼆項の改定規定（同項中第⼋号を第九号とし、第五号から第七号までを⼀号ず

つ繰り下げ、第四号の次に⼀号を加える部分に限る。）、同条第⼗項の改正規定、同法第⼆⼗九条第⼀項第⼀号

への改正規定及び同号トの改正規定（「廃⽌」の下に「（国際放送及び協会国際衛星放送の開始、休⽌及び廃⽌

にあたつては、経営委員会が軽微と認めたものを除く。）」を加える部分に限る｡）並びに次条、附則第五条及

び第九条から第⼗⼀条までの規定は、公布の⽇から施⾏する。 

 

（準備⾏為） 

第⼆条 第⼀条の規定による改正後の放送法（以下「新放送法」という。）第⼆⼗条第九項の認可及び新放送法

第百七⼗七条の規定による電波監理審議会に対する諮問並びにこれらに関し必要な⼿続きその他の⾏為は、こ

れらの規定の例により、この法律の施⾏前においても⾏うことができる。 

 

（経営委員会に関する経過措置） 

第五条 附則第⼀条ただし書に規定する規定の施⾏の⽇から施⾏⽇の前⽇までの間における新放送法第⼆⼗九

条第⼀項第⼀号トの規定の適⽤については、同号ト中「国際放送及び協会国際衛星放送」とあるのは、「協会

国際衛星放送」とする。 

 
 

⽌の届出を受けた」とあるのは
「第⼋⼗六条第⼀項の廃⽌の認
可をした」と、「当該届出」とあ
るのは「当該認可」と読み替えて、
同条の規定を適⽤する。 

５ 総務⼤⾂が第九⼗三条第⼀項
の認定を受けた協会の放送の業
務について第⼆項の廃⽌の届出
を受けた場合については、第百五
条中「第百条」とあるのは、「第
⼋⼗六条第⼆項」と読み替えて、
同条の規定を適⽤する。 


